






































































































































































































































現代中国政治分析は、今日にあっては 1978年 12月中国共産党第 11期 3中全会での郵小平らの
主導になる政治的方針の大転換以後を対象としている。しかし、この時期も政治体制としてみれば、
基本的枠組みは毛沢東時代を「継承」してきた。それは、圧倒的政治勢力としての中国共産党を中心
とした、その限りにおいて他の 8民主党派による権力への挑戦を許容しない非競合的政治体制を維
持していることを意味1している。もちろん、本論文の著者が依拠している G・サルトーリの政党論に
いう非競合的政治体制内にあっても、純粋の一党制とともに、セカンドクラスの政党を含みこんだ
ヘゲモニー政党制が位置づけられていることから、いわゆる毛沢東の 20年(1956-1976年)を事実上
の「一党制J期とし、 1978年末の転換以後を「ヘゲモニー政党制J期と区分することができる。この転
換によって、非競合的政治体制を全体として維持しつつ、政治的支配の正統性を再調達しえたのが
郵小平時代であった。内外の多くの研究者は、この転換を「全体主義」政治体制から「権威主義」への
移行として把握し、その先に競合的政治体制としての「民主主義」への転換を予測している。本論文
の問題関心は、ここでいう非競合的政治体制としてのへゲ、モニー政党制構造そのものの内的変容過
程を、行政改革という中央・地方政府機構改革の進展と、それらが政党国家体制の固有の特徴である
「党政関係」とどのような相互影響関係にあるのかを実証的に解明することであった。
第一に、第2章において、党や政府メディアに現われた公開情報をたんねんに収輯した上で、 1980
年代の「改革・開放J政策の推進による市場経済の拡大が地方レベルの政府機構改革を強制する中で、
従来の「党政関係Jの中心的環で、あった「党政融合」状態を「党政分離Jの方向へ転換させつつあったこ
とを実証している。ところが、 1989年の「天安門事件」を契機にして「党政分離」政策は後景に退き、
2002年の段階にあってもその議論は復活していないとする。ここに、本論文の実証的成果があると
ともに、、では、 1990年代の政治的正統性はいかなる方針のもとで担保されようとしたのかという分
析課題が設定されるにいたる。
第二に、第3章において、市場経済化の拡大と進化の中で、とりわけ 1992年の部小平の「南巡講
話J以後の国際経済との緊密な接合を強化する方針のもとで、 1980年代の「市場化対応モデ、ノレ」の核
心ともいうべき「党政分離」論は、むしろ「党政分業J論に代替される過程をたどったことを地方政府
機構改革の実態分析から実証する。これを「市場化対応モデ、ノレの変容Jとしてとらえている。その意
味で、本論文は 1990年代の現象を 1980年代に形成された枠組みの変容としてとらえるとともに、
ある条件のもとではなお 80年代のモデルへの回帰がありうると判断している。この点は明示的で、は
ないにせよ、本論文が所与の中国政治構造内の量的変容過程を詳細に分析しうる視角を保持してい
-30ー
ることを示している。
第三に、第四章において、今日もなお圧倒的人口を擁する農村基層社会の「政治参加」の拡大と深
化を分析しつつ、村民委員会の直接選挙導入とその矛盾の所在の解明に取り組み、全体としてみれ
ば政治参加というチャネルの制度化を通じて新たな支配の正統性の獲得に成果を上げつつあるとす
る。この論点は、内外の多くの研究者によってすでに一定の蓄積がなされてきたが、本論文の特徴
は、なお不十分にせよ、郷鎮政府レベルの政府機構改革との関連性を指摘したところにある。それ
は、前章で論及している地方政府機構の改革が今後の政治体制の変容を考える上で、の一つの重要な
要因だとする観点の具体化でもあった。
最後に、終章において、実証にもとづく知見を「政党国家」体制そのものの今後の展開可能性と結
びつけ、藤原帰ーのいう「政府党体制」論や、すでに中国側研究者の適用の試みもある「コーポラテイ
ズムJ論的展開の選択肢が現実の中国政治空間に準備されつつあるのではないかと予測する。きわめ
て意欲的な問題提起といえるが、本論文の主題との関連性につし、てはなお実証的理論的検討が必要
と考えられる。
このように、本論文は、現代中国政治空間の変容過程を主として地方レベルの動向を基礎にして
実証分析したもので、一般的にいわれる「一党支配J体制の内的構造とその矛盾の所在を解明するこ
とに成功していると評価しうる。現代中国政治体制に関する地域研究のひとつの成果といえるだろ
フ。
ただ、本論文の不十分な点、今後に残された課題について各審査委員から以下のような指摘があ
った。
第一に、本論文の解明しようとする課題は理論的側面に一定の比重を置く必要がある。たしかに
その点では序章や第 1章に積極的見解の表明があるが、中国行政改革の地方レベルにおける実証的
研究が従来の議論.とどのように関連し、かっ新たな角度から理論的にどのような知見が得られたの
かが未整理のまま残されている。本論文の強調する地方レベノレの実証分析による成果が十分に生か
されていない面があり、この点は今後も解明されるべき重要な課題といえるだろう。とくに、非競
f 合的政治体制内変容の「ある段階」を明示的に提起することは、 21世紀中国政治の展望を語るうえで
不可欠であると思われる。
第二に、本論文の目的のひとつであると考えられる現代中国政治の実態分析の中で、行政改革を
官僚主義の克服、市場対応型、党政分業などに分類したことは重要な指摘であるが、公式報道に限
定した分析手法は現実の多様性をとらえる上で制約があると考えられる。その意味で、今後、実地
調査を含む情報の再整理が必要となるであろう。
第三に、本論文が現代中国政治体制を支える支配の「正統性」と「正当性Jの視角から「行政改革」を
分析する限り、やはり行政システムそのものともいうべき官僚制度としての実態分析が地方行政レ
ベルの具体的問題とも結ひ、つけられる必要がある。その点につき、本論文で 1980年代以降の行政シ
ステムとしての官僚制度の内在的分析が専論されていないのは惜しまれる。
?
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第四に、上記の指摘と関連しつつ、頻繁に用いられる「マクロ・コントロールJr経済実体Jr基層民
主jなどの用語が、中国の実態に即した説明として生かされていないと思われる。今後発表するにあ
たってはこの点に注意する必要がある。
皿.審査結果
上記のごとく、審査委員会は本論文を審査し、最終試験の結果をふまえ、本論文は博士の学位を
授与するにふさわしい研究内容を備えたものとの結論に達した。
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